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	1	 	はじめに

石油精製、石油化学、貯槽、発電、船舶、海洋構造物、

パイプライン、鉄鋼などのプラントや設備あるいは各種の機

械構造物においてリスク（破損発生確率と影響度または被害

の大きさの組み合わせ）を基準にした新しい保全技術の導入

が盛んになっている。従来法定検査の下で時間計画型の検査

や保全を行ってきたが、事業者による自主検査への制度移

行 1）や設備の老朽化による事故の増加、経済効率の低下など

の変化に対応することが求められている。図 1は、一般的な

工業設備や製品の計画からリサイクルまでのライフサイクル

管理を表したものである。各過程で様々な不確実性が存在す

るため、そのリスクを評価する方法が提案されている。その

中で最も長い時間取り扱われるのが運転から保全の繰り返し

期間であり、この繰り返しをライフサイクルメンテナンス

（LCM）2）（図 5参照）と称して、できるだけ長い間設備の信

頼性と経済性を維持する工夫がされる。リスクベースメンテ

ナンス（Risk Based Maintenance、以後、RBM）あるいは

リスクベースインスペクション（Risk Based Inspection、以

後、RBI）3）は、今までの経験や知識を生かしつつ相対的なリ

スクの大きさを指標にして検査やメンテナンスの最適化のた

めの意思決定をするひとつのツールである。ここでは、RBM

（またはRBI）の効果、最近の動向、基本的な手法および今

後の方向性について述べる。

	2	 	RBMの効果

RBMを実施することにより、以下のような効果が単独ま

たは相乗効果として得られる。

2.1　定期検査間隔の延長

欧米では、RBMを適用して具体的に定期検査の延長を関

係官庁や主管機関に認定してもらう例が多い 4）。ただし、新

設設備ではなく比較的長い運転経験があり、数回の検査を実

施している場合に限られる。RBMの結果はもちろんだが、

どのような評価システムやソフトウエアを使用しているかも

重要なポイントになる。安定して運転されている機器や機械

類は、開放点検などを行うとむしろ故障が増加することがあ

り、この効果への期待は大きい。

2.2　稼働率の向上

損傷状態や余寿命の把握、検査・メンテナンスの最適化を

行うことにより、予想できない原因による計画外停止が減少

する 5）。前項の定期検査間隔の延長も結果として稼働率向上

に貢献する。RBMでは構成する機器や部材の状態を階層的

に把握するため、設備全体の信頼性（健全性および安全性）

が向上する。
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図 1  工業製品のライフサイクルマネジメントにおけるリスク評価の
役割
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2.3　コスト低減

欧米では、プラントの操業に保険をかけることが一般的で

あり、保険料を低減するための保険会社への説得材料として

RBMが使われている 6）。また、リスクが低い部位では検査を

省略することが可能であり大幅なコスト低減を実現した例 7）

もある。このような個々のコスト低減に加え、長期的・総合

的な観点からコスト効果は大きい 2）。

2.4　ALARPに従う多彩な対策

リスクには、許容されないリスク、許容されるリスク、中

間のリスクが存在する。RBMでは、ALARP（As Low As 

Reasonably Practicable principle、原則的最小）8）の概念を

取り入れ、その中間リスクの中でリスク低減の効果と費用を

勘案した最低のリスクを採用するという考え方を取る。従っ

て、被害最小化理論、故障防止対策、状態監視対策など多

彩な対策をリスクの観点から比較検討することが可能にな

る。図 2は上記の効果を概念的に示したものである。設備や

機器の経年化に伴う様々なリスク（不確実性、危険、損失な

どの相対的な指標）の増加に対し、RBM、RBI、RCM、

LCC、FFSなどの評価ツールを継続的に適用することにより

検査・メンテナンス計画の最適化を図ることを示している。

実際には、2通りの考え方がある。ひとつは、検査・メンテ

ナンスレベルはそのままにして頻度や回数を最適化してリス

クを低減する方法、他方はリスクの大きさはそのままに許容

範囲内で検査・メンテナンスのレベルを下げる方法である。

後者は例えば過剰な検査を省略してコスト低減を図る場合に

相当する。ただし、いずれの場合もリスクを完全にゼロには

できず必ず残留する。以上のようにRBMは信頼性（健全性・

安全性）と経済性を同時に改善させる効果を有する。

	3	 	最近の動向

RBMには設備の種類や目的によっていくつかの手法があ

り、実際に適用するための “ガイドライン” が発行されてい

る。近年それらの改訂が行われており、ここではガイドライ

ンや基準について最新の情報および産業別の代表的な適用事

例について示す。

3.1　ガイドライン・基準化の例

3.1.1　米国（API、ASME、EPRIなど）

API（米国石油協会）は、当初よりRBM（APIはRBIと表

現）の中心的な役割を果たしており、具体的な実施方法であ

るAPI Publication 581-1st Edition「Risk-Based Inspection 

Base Resource Document」を 2000年 5月に発行した。最

近、大幅な改訂を行って API-RP581 2nd Edition「Risk-

Based Inspection Technology」9）を2008年9月に発行した。

API 581は、長年集積されたデータを元にRBIの実施方法を

詳細にまとめたものだが、2nd EditionではRP（Recommended 

Practice）として充実した内容になっている。主要な改訂内

容は、FFS（Fitness For Ser vice、供用適性評価）10）や

ASME（米国機械学会）圧力容器規格（Sec.Ⅷ Div.2、2007）

に倣い Step by Stepで RBIを実施すること、破損発生確率

の補正係数であるテクニカルモジュールサブファクター

（Technical Module Sub Factor、TMSF）の表現をやめ損

傷係数（Damage Factor）という用語に統一すること、腐食

速度の表現の変更など様々である 11）。一方、RBI（RBM）の

考え方を示したのがAPI RP580「Risk-Based Inspection」12）

であり、これも2008年に改訂版が発行される。

APIは石油化学、石油精製産業を対象にしたものだが、

ASME（米国機械学会）でも過去、一般標準手法 13）および火

力発電向けガイドライン 14）などが発行されたが、近年、圧力

設備を対象にしたPCC（Post Construction Code）「Inspection 

Planning Using Risk Based Method」が用意されている。

その他、EPRI（米国電力中央研究所）は火力発電設備を対

象にした「Risk Based Maintenance Guideline」15）を発行、

ABS（米国船級協会）からオフショア設備を対象にした検査

ガイド「Guide for Sur veys Using Risk-Based Inspection 

for the Of fshore Industr y」16）が出されている。

3.1.2　欧州（RIMAP）

欧州では、APIやASMEのガイドラインを参考としながら

50以上の企業や中立機関が参加して4年間（2001～2004年）

かけ独自の標準手法「Risk-Based Inspection and Maintenance 

Procedures for European Industr y （RIMAP）」17）を開発し

た。これは、考え方、評価手法および産業分野別ワークブッ図 2 検査・メンテナンス計画の最適化による RBM の効果
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クの 3段階で構成されている。この内、考え方および評価手

法について 2005年以降欧州標準手法として手直しされ、

2008年欧州各国の標準化機関の集合組織であるCEN（欧州

標準化委員会）から、CWA（CEN Workshop Agreement）

15740「タイトルは上記と同」18）として正式に認められた。今

後は、EN（Europaische Norm）規格への文書化の作業に入

る。もしEN規格になると ISO規格化の可能性もあり国際的

な影響力が出てくる。静的機器（配管・圧力容器など）の損

傷および破損を取り扱うRBMに加え、RIMAPでは回転機

など動的機器も対象にして、機能・性能基準対応のRCM

（Reliability Centered Maintenance、信頼性中心保全）お

よびMTBF（Mean Time Before Failure、平均故障時間）、

さらにFFS（Fitness For Ser vice、供用適性評価）、HAZOP

（Hazard and Operability Study化学プラントのプロセス流

れ図に従う問題特定）、安全システム、電気計装などとの関

連も考慮に入れできるだけ幅広い産業分野で適用できるよう

考慮している 19）。しかし、欧州各国の法規・基準や政府の考

え方が異なるため標準化に対する今後の調整が必要になる。

実際に欧州各国（例えば、オランダ（圧力容器RBI規格）20）、

セルビア、イタリア、フランス、ドイツ、イギリス、ポルトガ

ルほか）4）では、自国基準、APIガイドライン、市販のソフト

ウエアなど様々な形態でRBMの導入を行っている。

3.1.3　国内

国内ではHPI（日本高圧力技術協会）が非原子力分野の

RBMガイド 21）および RBMハンドブック 22）を 2009年に発行

予定である。化学工学会装置材料委員会では破損発生確率

評価に必要となる検査有効度をまとめた「設備保全のための

検査有効度ハンドブック」23）を発行している。さらに、日本

学術振興会リスクベース設備管理第 180委員会 24）ではアカデ

ミックなアプローチによる損傷係数の検討、Class NK（日本

海事協会）では舶用主機関のリスクベース検査基準 25）、日本

鉄鋼協会では鉄鋼設備の標準的なRBM手法 26）の検討が進

められている。なお、日本国内の橋梁など社会資本関連設備

では “リスク”を使わずアセットマネジメント 27）手法による維

持管理を指向している。

3.1.4　�その他（豪州、韓国、中国、東南アジア、サウジ

アラビアなど）

他の地域でもRBM（RBI）の導入が盛んである。豪州で

は、パイプライン規格である AS2885「Pipeline-Gas & 

Liquid Petroleum」（1997）28）にRBIの考え方を導入してい

る。韓国の歴史は比較的浅いが、石油化学 29）、電力業界 30）

において既に標準的なRBM手法を導入している。中国で

は、近年急速にRBM（RBI）の導入が進みパイプラインを含

む 145の石油化学プラントで国家的な共同研究が実施され

た 31）。さらに橋梁や高層ビルなどの建築・土木分野へリスク

評価が適用されつつある。マレーシアでは火力発電所の定期

検査期間延長のための標準評価法としてRBMが導入され

た 32）。その他、サウジアラビアなどでも石油およびガス製造

設備、輸送設備にRBIが適用されている 33）。

3.1.5　その他（既存のソフトウエア）

RBMを実施する際各種のガイドラインを参考にして独自

でシステムを構築することもできるが、多くの情報やデータ

および複雑な評価を取り扱うため既存のソフトウエアを有効

に利用する方法がある。同時に、専門家の指導やコンサルタ

ントを活用する。代表的な既存（市販）のソフトウエアは、

API RBI Software（version 8.03.01）34）、RoiM（独TÜF-SUD）35）、

RISKWISE（ 英 国 TWI）36）、RBMS（ 英 国 ESRT）37）、AXSYS 

Integrity（ 米 国 Bentley）38）、ORBIT（DNV）39）、RBI（Bureau 

Veritas）などがあり様々な産業分野へ適用が可能である。

3.2　国内の機種別適用事例

RBMの海外での適用事例は多いが、ここでは国内におけ

る機種別代表事例を示す。

火力発電設備では、1999年、初めて火力発電用ボイラへ

RBM40）が適用され、その後新保全システム41）、FREEDOM42）

などのシステムの導入、蒸気タービン 43,44）への適用がされて

いる。発電所全体の保全システムをRCM（信頼性中心保全）

とし一部にRBMを適用する方法 45）も示されている。火力発

電設備では設備全体を構成する機器や部材の長期間使用に

伴う劣化・損傷評価から得られる相対的リスクの大きさに従

い検査やメンテナンスの優先度を決定する 40）。

貯蔵設備では、長期間使用されている備蓄石油タンク 46）

および LNG（液化天然ガス）地上 2重殻タンク 47）などにRBI

あるいはRBMが適用されている。各タンクを構成する構造

部材の健全性評価からそのタンクの検査・保全計画を決める

ことが可能だが、一方で貯蔵・備蓄基地に設置されている複

数のタンク間の保全計画を比較することも可能である。ま

た、ガスパイプラインについては劣化・損傷に起因する影響

度が大きいため国際的な検討がされているが国内でもRBM

の適用 48）や日本ガス協会においてリスク評価法が検討されて

いる。

運搬機械など溶接構造物の例として、橋型アンローダ 49）で

は鉄鉱石や石炭の荷役に伴う構造部材の疲労損傷や腐食を

対象にしたRBM評価が実施されている。

船舶では、船舶主機関への適用 25,50）をはじめLNG船の荷

役機器（配管、弁など）を含む RBM51）が実施されている。

ABS、DNV、Lloyd’ s Register、Class NKなど船舶検査認
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証に関するほとんどの国際シェアを有する船級協会がRBIや

RBMを取り入れており、今後この分野では世界的な傾向に

なることが予想される。なお、Class NKが開発した手法 25）

では、蓄積された損傷データベースから各部位の破損確率を

定量的に取り扱う手法が採用されている。

石油精製、石油化学、化学プラントでの歴史は古く、石油

メジャーやAPIの動きに合わせ様々な取組み 52）がなされてい

る。また、化学プラントにおけるRBIでは経験者の判断をロ

ジック化した工夫 53）も示されている。

鉄鋼設備では、前述のように日本鉄鋼協会リスクアセスメ

ント手法による設備管理方法研究会において鉄鋼設備に適し

たリスクアセスメント手法を用いた設備管理法の検討 26）が行

われている。

土木構造物では、社会資本に対するアセットマネジメン

ト 27）の観点から各自治体で例えば橋梁の保全・維持管理が

実施されている。一方、民間設備についてキャッシュフロー

を考慮した保全や維持管理の手法としてRBMが適用されて

いる。石油ガス精製プラントのコンクリート基礎、造船所

ドックのコンクリート壁面など劣化が激しいコンクリート構造

物の劣化度の評価および設置された上部鋼製機器の重要

性、補修方法による経済効果などを評価したRBM54）が開発

されている。土木施設の補修・補強戦略の方法論として地震

ハザード、降雨ハザードに対して性能低下過程をマルコフ過

程で表現し、コストとリスクのトレードオフを考慮した最適

代替案の選択が可能となる手法 55）が提案されている。水力

発電土木施設におけるリスク評価 56）では、長期的な保全計画

とともに地すべり損傷など短期的に顕在化するリスクを含め

たライフサイクルコストを計算する手法を提案している。ま

た、港湾鋼構造物 57）、橋梁 58）などへ RBM適用が検討され

ている。

建築分野では、直接RBMやRBIという言葉は使っていな

いが、確率論的地震ハザード、建物の被害率、原子力発電所

の地震リスク、木造住宅の耐震改修などを考慮したリスク評

価の検討 59）が積極的に実施されている。

以上のように種々の産業分野で RBM、RBIまたはリスク

評価の導入が実施されあるいは検討されている。今後は保

全・維持管理の手法としてそれらが中心的な役割を果たすも

のと思われる。

	4	 	基本的なRBMの実施方法

RBMの詳細な実施方法は各ガイドラインを参照できるの

で、ここでは共通する基本的な考え方と方法を示す。RBM

の基本的な実施フローを図 3に示す。

4.1　初期解析と計画

最初の段階において、前述のRBMの目的、設備のあるべ

き姿、評価システム、対象ハザードなど全体計画を策定す

る。また、RBM実施チームの構成、専門家の招集、実施担

当者の資格、運転、検査、保全など関係組織の情報を整理

する。

4.2　データ収集と検証

対象とする設備の範囲、検査データ、過去の事例、定期検

査期間を含む対象期間などの情報収集とその信頼性を明確に

する。

4.3　スクリーニング

RBMの特徴としてスクリーニング作業がある。リスクを評

価すべき機器、部材、構造などの選定、さらにそれらの機器

で生じる可能性のある損傷モードや損傷メカニズム、被害の

種類などを明確にする。FTA（Fault Tree Analysis）、ETA

（Event T ree Analysis）、FMEA（Fai lure Modes and 

Ef fects Analysis）などの信頼性工学手法を用いると理解が

早い。動的機器（回転機器など）では、RCMの中でTBM（時

図 3 RBM の実施手順の一例
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間基準保全）に従いMTBF（故障までの平均時間）からリス

クを評価する場合がある。ここでは、静的機器（配管、圧力

容器など）を対象にする。

4.4.　リスク評価

リスクは次式で計算される。

リスク＝ 破損発生確率（PoF、Probability of Failure）（ま

たは破損の起こりやすさ（LoF、Likelihood of 

Failure））× 影響度（または被害の大きさ（CoF、 

Consequence of Failure））

リスクの計算には、定性的（ランキングなど）、半定量的

（例えば余寿命評価と損傷係数の組み合わせ）、定量的（破損

発生確率データを使用）の 3種類がある。定性的であっても

専門家により正しい評価に近づくこともあり、定量的でも母

集団によって破損発生確率が異なる場合があり、どれが正し

いとは言えない。リスクは、不確実を表すものであり、でき

るだけ周辺情報を活用してその不確実性を減らす努力が必要

である。

4.4.1　破損発生確率（破損の起こりやすさ）

破損発生確率（PoF）は以下のように表すことができる 9）。

PoF＝ 一般破損頻度（GFF、Generic Failure Frequency）

× 設備特有係数 × 設備管理係数

一般破損頻度は、API RP5819）、OREDA60）、NERC-DB14）

などから得ることができるが必ずしも対象にしている設備や

機器に適合するデータがあるとは限らない。設備特有係数

は、損傷係数（Damage Factor）あるいは損傷速度と検査有

効度で構成する。API RP5819）やHPIハンドブック 22）には、

減肉、応力腐食割れ、CUI（保温材下腐食）その他の損傷メ

カニズムに対する損傷係数が用意されている。検査有効度

は、検査の信頼度によるリスクの低減効果をランク付けした

もので検査手法や検査範囲に依存する。詳細はAPI RP5819）

や化学工学会化学装置材料委員会検査有効度ハンドブッ

ク 23）を用いることができる。設備管理係数は、設備の管理状

態（運転、検査、補修記録やモニタリングなど）に伴うリスク

の増減を評価するのに用いる。破損発生確率データが十分得

られていない場合に事前確率を仮定しベイズ定理を用いて検

査実施毎に改善する手法 61,62）が提案されており一部実用化し

ている 25）。定性的および半定量的な評価では、余寿命評価、

検査有効度などを組み合わせたランキングを行ってリスクを

決定する 3）。破損発生確率（PoF）のランキングの一例 18）を

示したのが、表 1である。必ずしも 5段階である必要はない

が、5～ 1のランクでおおよそ表のような定義をする。このラ

ンクはリスマトリックスの縦軸として用いる。

4.4.2　影響度（被害の大きさ）

被害の大きさ（CoF）は、対象機器の破損が生じた時の健

康、安全、環境、経済性について評価する。石油精製や石

油化学分野では内容物の性質や使用条件により被害の大きさ

を評価する種々の手法が提案 9,18）されており、計算ツールも

用意されている。被害の大きさは、対象設備毎に異なるため

独自の評価をする必要がある。CoFのランキングの一例を表

218）に示すが、社会的な影響、イメージなども評価項目にな

り得る。表 2はリスクマトリックスの横軸に相当する。

4.5　リスク受容の評価

定量的なリスク計算以外のほとんどのリスク評価では、図

4に示すリスクマトリックス 18）を利用する。このマトリックス

に評価したリスクをプロットし、リスクカテゴリを決定する。

リスクカテゴリの区切りや定義は様々であるが、リスク低減

対策のための指標として用いる。ちなみに表 33）は筆者らが

用いているリスクカテゴリと対策案である。

4.6　対策策定と意思決定

表 3に示したように、筆者らは 4つのリスクカテゴリを定

義して実用化している。4つのカテゴリは、リスクが大きい順

表 1 破損発生確率（PoF または LoF）ランク一例 18）

表 2 影響度（被害の大きさ）（CoF）ランクの一例 18）
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に許容不可、要計画変更、条件付許容、許容可能である。

本リスクカテゴリの特徴は中間的なリスク“要計画変更”であ

り、英語ではUndesirableを意味する。これに該当する機器

に対し、次期検査までに（あるいは次期検査時に）運転条件

変更やモニタリングなどのリスク低減対策を行う。その対策

の妥当性は再リスク評価によって確認できる。従って、この

段階で策定する検査計画・メンテナンス計画が将来の設備保

全の基本的計画になる。

4.7　対策実施と報告

リスク評価を含む対策実施の結果および検査結果などを報

告書にまとめるとともにデータベース化する。この繰り返し

が LCM（ライフサイクルメンテナンス）の基本となる。筆者

らが提案しているLCMの概念 2）を図 5に示す。RBMによっ

て得られた高リスク部位の対策の短期コスト効果あるいは長

期的なLCC（ライフサイクルコスト）を評価し、妥当であれば

検査・メンテナンス計画を実施する。得られた余寿命評価や

事例データは、将来の検査時に実施するRBMの基本データ

となる。このようなシステムにより例えば一括長期メンテナ

ンスビジネス 63）が可能になる。

4.8　全体レビュー

LCMの積み重ねや LCC 2）評価を含む最適検査・メンテナ

ンスの実績が設備全体のマネジメントの改善や経営効率改善

に繋がる。従って、全体をレビューする仕組みが必要であ

る。

	5	 	今後の方向性

RBMの基本的な枠組みはほとんど完成したといってよい

が実用上設備やプラント全体の保全・維持管理について、検

討すべき課題があり今後とも改善が必要である。RBMは、

配管や圧力容器など静的な機器を対象にしてきたが実用上動

的機器（回転機器）の検査・メンテナンスも考慮したRCM

（信頼性中心保全）との関係を明確にする必要がある。前述し

たようにRIMAP 18）ではその関係を考慮しており他の基準で

も取り入れる必要がある。き裂や減肉に対する破壊力学評価

は別途 FFS（供用適正評価）を用いて行っているが実際には

RBMとFFSは同じ場面で使用することが多いため連携を図

る動き 64）が出ている。損傷モードやメカニズムの定義を国際

的に統一するためPVRC（米国圧力容器研究会議）、EPERC

（欧州圧力容器研究会議）、JPVRC（日本圧力容器研究会議）

が協力する方針 64）が出されている。さらにプラントの保全・

維持管理の現場では、構造機器や回転機器だけではなく安全

装置や非常装置を含めた電気計装システムがリスク評価と大

いに関係する。従って国際電気規格 IEC61508で定義される

機能安全レベル（SILレベル）もRBMと同時に評価すべきで

ある 52）。リスク評価の基盤となる損傷データベースの構築 65）

も重要な課題である。従来損傷や不具合の経験をデータベー

ス化する動きはあったが、定量的な破損発生確率データを得

るには損傷データだけではなく正常稼働時間を含むデータ

ベースの再構築が必要となる。

	6	 	さいごに

RBM（またはRBI）は、リスク評価を用いて検査やメンテ

ナンス計画の最適化を行うためのひとつのツールである。欧

米やアジアを初めとして国際的に急速に普及しつつあり、さ

らに欧米は標準化や規格化により主導的な立場を得ようとし

図 4 リスクマトリックスとリスクカテゴリの一例 18）

図 5 ライフサイクルメンテナンス（LCM）の考え方 2）

表 3 リスクカテゴリと対策の一例 3）
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ている。国内でも自己責任による保全や維持管理の手法とし

て注目されているが、未だ “リスク”に馴染めない風土や、コ

スト効果が顕在化しないなど適用のための阻害要因がある。

国際競争に打ち勝つためにも早急な標準化や普及のための施

策が必要である。
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